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医療観察法下の行動制限等に関する告示について   

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に  

関する法律（平成15年法律第110号。以下「医療観察法」という。）  

第92条第1項には、指定入院  医療機  関の管理者は、  医療観察法の入  

院決定を受け入院している者につき、その医療又は保護に欠くことの  
できない限度におい  て、その行動につ  いて必要な行動  の制限を行うこ  
とができる  旨規定されている。   

しかしながら、  

① 同条第2項において、厚生労働大臣があらかじめ定める行動  

の制限についてはこれを行うことができないこと   

② 同条第3項において、厚生労働大臣があらかじめ定める行動  

の制限に？いては、当該指定入院医療機関に勤務する精神保健  
指定医が必要と認める場合でなければ行うことができないこと  

が定められており、二れら①及び②の内容については、いずれもあら  

かじめ社会保障審議会の意見を聞いて定めることとなっている。  

また、   

③ 医療観察法第93条第1項には、厚生労働大臣は、入院決定  
を受け入院している者の処遇について必要な基準を定めること  

ができること  
●  

が定められており、③の内容についても  、同条第3項においてあらか  

じめ社会保障審議会の意見を聞いて定めることとなっている。   

なお、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律  

第123号。以下「精神保健福祉法」という。）第36条及び第37  
条には上記規定と同様の規定があり、行動制限の内容や処遇について  

の基準の内容をそれぞれ告示で定めている。  
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上記を踏まえ、①から③の内容を定める告示を策定することにつき  

厚生労働省として検討したところ、  

・ 医療観察法の入院決定を受け入院している者に行ってはなら  

ない行動制限等の内容について、  当該者の人権を擁護する観点  
精神保健福祉法に基づき入院している者への内容と比べ  

て、特にその範囲を狭めるべき理由がない  

・ 医療観察法の対象とな  る者は精神保健福祉法にいう「精神障  
害者」であることには変わりなく、行動制限や処遇についての  

基準に求められる内容について、  医療観察法と精神保健福祉法  
との間に実質上差異がない  

ものと考えられることから、精神保健福祉法下の告示で既に定められ  

ている行動制限や基準と同様のものを定めることとして差し支えない  

と考えられ、別添のとおり、医療観察法下の告示を精神保健福祉法下  

の告示を参考に策定したいと  考えている。  

そこで、別添告示（案）に対する先生方のご意見を賜りたい。  

※ なお、精神保健福祉法下の告示と医療観察法下の告示との相   

異点は、およそ参考資料のとおり。  
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